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改善報告書 

 
大学名称 長野県看護大学   （大学評価実施年度 平成３０年度） 

 

１．大学評価後の改善に向けた全般的な取り組み状況 

大学評価結果を受け、学長を委員長とする平成 31 年度第１回評価委員会を４月 23 日

に開催し、５つの改善課題について指摘内容の確認、改善に向けたスケジュール及び担当

者・担当委員会を確認した。具体的には、［基準１ 理念・目的］については学長、［基準

２ 内部質保証］については評価委員会、［基準４ 教育課程・学修成果］については学

部を教務・実習委員会、研究科を教務部会、［基準８ 教育研究等環境］についてはネッ

トワーク推進委員会、［基準 10-（1） 大学運営・財務］については FD・SD 委員会及び

事務局がそれぞれ担当し、その検討の進捗状況等を評価委員会で随時検討することとし

た。（資料１－１、１-２）。 

学部・大学院の全体的な課題［基準４ 教育課程・学習成果］については、ディプロマ

ポリシーを再検討し、それに整合したカリキュラムポリシーを検討する必要があった。そ

のため、担当した教務・実習委員会長及び研究科教務部会長に加え、学長・学部長・研究

科長・事務局長・教務・学生課長により構成するワーキンググループを立ち上げ、ディプ

ロマポリシー・カリキュラムポリシー・アドミッションポリシー及び内部質保証に必要な

アセスメントポリシーについて、細部にわたる検討を行うとともに全学的な意見交換を

行い策定に至った。 

［基準２ 内部質保証］では、内部質保証に必要な組織の構成、評価規程の見直しにつ

いて評価委員会で具体的に検討した（資料 評価委員会議事録）。これらの結果を、教授

会・研究科委員会で協議・決定し、内部質保証のための体制整備及び規程改正に至った。 

 

 

＜根拠資料＞ 

１-１ 評価委員会議事録（H31.4.23 開催） 

１-２ 大学評価（認証評価）結果への対応について 
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２．各提言の改善状況 

（２）改善課題 

№ 種  別 内  容 

１ 基準 基準１ 理念・目的 

提言（全文） 看護学研究科では、教育研究上の目的を学則又はこ

れに準ずる規程に定めていないため、改善が求めら

れる。 

大学評価時の状況 研究科の目的は大学ホームページ上に公表すると

ともに、学生便覧に記載されているが、学則又はこ

れに準ずる規程に定めていなかった。 

大学評価後の改善状況 評価を受け、研究科教務部会において方針を検討

し、大学ホームページ及び学生便覧に掲載している

目的を学則に明記することを検討し、（資料 2-(2)-

1-1、2-(2)-1-2）、令和４年度の博士前期課程がん

看護専門看護師コース開設による学則改正に併せ

て目的を明記する手続きを長野県庁関係部局と進

めてきた。県法務担当課からは、①目的は、長野県

看護大学条例に明記されている。②学則は、条例の

規定に基づき、管理運営に関し必要な事項を定める

ものであり（第１条：趣旨）、目的を重ねて明記する

ことは、本県の法務体系上適当でない、との回答が

あった（資料 2-(2)-1-3）ことから、本報告書提出

時点で学則に明記するに至っていない。 

≪改善に向けた今後の取り組み≫ 

長野県看護大学条例は、県がその権限に属する事務

に関し、議会の議決を経て制定した自治立法であ

り、学校教育法及び地方自治法の規定に基づき、看

護大学の設置及びその管理等に関し必要な事項を

定めたものである。本学研究科の目的は県条例に規

定されていること、また、上記②の理由により学則

には追記していない。看護学研究科では、条例に基

づいた教育目的を学生便覧に明記し、ホームページ

等で公表していく。 

「大学評価後の改善状況」の

根拠資料 

2-(2)-1-1 教務部会議事録（R1.5.15 開催） 

2-(2)-1-2 教務部会議事録（R1.6.19 開催) 

2-(2)-1-3 大学院学則の一部改正に係る長野県庁

関係部局等との説明記録 

＜大学基準協会使用欄＞ 
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検討所見  

 

改善状況に関する評定   ５   ４   ３   ２   １ 

№ 種  別 内  容 

２ 基準 基準２ 内部質保証 

提言（全文） 内部質保証体制の中心的組織として位置付けた「評

価委員会」の権限及び責任の範囲が規程に定められ

ておらず、教授会等との役割分担があいまいであ

る。また、「評価委員会」のもとに設置した３つの小

委員会についても、権限、あり方及び「評価委員会」

との関係性が明確ではなく、内部質保証の体制が整

備されているとはいえない。さらに、「評価委員会」

が開催されない期間に、各委員会において明らかに

なった課題等は「評価委員会」の開催を待たずに教

授会において審議のうえ各委員会で改善・向上のた

めの取組みを行っており、「評価委員会」が各委員

会の PDCA サイクルを十分に支援しているとはい

えない。各種方針の策定とそれに基づいた組織的な

点検・評価も十分ではないことから、「評価委員会」

を中心に、学部・研究科を含めた大学全体の質をマ

ネジメントし、保証するよう改善が求められる。 

大学評価時の状況 内部質保証体制の中心的組織として「評価委員会」

を設け、そのもとに３つの小委員会を設置する体制

としていたが、それぞれの権限や責任の範囲が評価

規程に定められていなかった。 

大学評価後の改善状況 令和３年度第１回評価委員会において、評価結果に

対する対応及びスケジュールを確認した（資料 2-

(2)-2-1）。第２回評価委員会で当該案件については

学長をはじめとする管理部により改善（案）を検討

することになった（資料 2-(2)-2-2）。 

「教育研究水準の向上を図り、大学運営全般の改善

に資する諸活動を活性化させ、もって本学の目的及

び社会的使命を達成し、常に社会からの負託に応え

ること」を達成するための組織として評価委員会を

置き、内部質保証の全学的な取り組みを推進するた

め、「方針を決定し、実行する」という任務を明確に

した。さらに、具体的な任務が不明瞭であったため、

(1)自己点検・評価の基本方針の策定及び実施、(2)
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大学の教育研究等の内部質保証に必要な体制の整

備、(3)本学の委員会や各センターの自己点検・評

価、全学的な自己点検・評価の統括、(4)自己点検評

価の結果の検証・提言及び全組織への改善・向上に

関することなどを加え、内部質保証のための PDCA

サイクルを支援する具体的役割を位置付けた。ま

た、従来「評価委員会」のもとに設置していた３つ

の小委員会を見直し、「授業評価専門部会」と「教育

の質保証専門部会」を置くこととした。「授業評価

専門部会」の所掌事項は、自己点検・評価の結果の

分析及び活用に関することであり、「教育の質保証

専門部会」は機関全体の教育の質保証について立

案・実施・点検を推進する組織とした。これらの評

価委員会の機能を効果的・恒常的に維持するため、

評価委員会の機能の改善に努める役割を「学長の責

務」とした。これらの内容を明記した改善（案）は、

評価規程（資料 2-(2)-2-3）として、第６回評価委

員会において協議・決定し（資料 2-(2)-2-4）、最終

的に第 16 回教授会において協議し承認された（資

料2-(2)-2-5）。改正後の評価規程は令和４年４月１

日付けで施行された。 

今回の見直しに併せ評価委員会活動の点検・評価を

担う組織として大学運営委員会を位置付け、教授会

委員会から切り離し、評価委員会と同列の学長直属

機関として大学組織を改正した（資料 2-(2)-2-6）。 

「大学評価後の改善状況」の

根拠資料 

2-(2)-2-1 評価委員会議事録（R3.5.18 開催） 

2-(2)-2-2 評価委員会議事録（R3.6.15 開催) 

2-(2)-2-3 長野県看護大学評価規程 

2-(2)-2-4 評価委員会議事録（R3.12.7 開催） 

2-(2)-2-5 教授会議事録（R4.1.18 開催) 

2-(2)-2-6 大学組織図 

2-(2)-2-7 大学運営委員会議事録（R4.4.1 開催） 

2-(2)-2-8 大学運営委員会議事録（R4.4.15 開催） 

2-(2)-2-9 教授会議事録（R4.4.19 開催） 

2-(2)-2-10 大学運営のフロー 

2-(2)-2-11 大学運営の具体的取組方針等につい

て 

2-(2)-2-12 大学運営委員会議事録（R4.5.13開催） 



（様式 18） 

 

2-(2)-2-13 令和４（2022）年度委員会の活動計画

（目標） 

2-(2)-2-14 教授会議事録（R4.5.17 開催） 

2-(2)-2-15 評価委員会議事録（R4.7.13 開催） 

2-(2)-2-16 内部質保証部会議事録（R4.8.30開催） 

2-(2)-2-17 目標及び評価シート 

＜大学基準協会使用欄＞ 

検討所見  

 

改善状況に関する評定   ５   ４   ３   ２   １ 

№ 種  別 内  容 

３ 基準 基準４ 教育課程・学習成果 

提言（全文） 学部・研究科ともに教育課程の編成・実施方針に教

育課程の編成及び実施に関する基本的な考え方を

示していないため、改善が求められる。 

大学評価時の状況 本学の教育課程の編成、実施方針（カリキュラムポ

リシー）は、カリキュラムの実態を示したもので、

基本的な考え方が示されていなかった。 

大学評価後の改善状況 令和３年度第１回評価委員会において、評価結果に

対する対応及びスケジュールを確認し、学部につい

ては教務・実習委員会で、大学院については教務部

会で検討することになった（資料 2-(2)-3-1）。第２

回評価委員会でワーキンググループ（以下 WG）を

立ち上げ、学部・大学院のディプロマポリシー（以

下 DP）、カリキュラムポリシー（以下 CP）、アドミ

ッションポリシー（以下 AP）からなる３Ｐ及びア

セスメントポリシーを検討することになった（資料

2-(2)-3-2）。 

教育課程の編成・実施方針に教育課程の編成及び実

施に関する基本的な考え方を示すために、学部・大

学院ともに DP と CP について、教務・実習委員会

及び教務部会それぞれで検討した。その後、WG で

一部修正し、全学的な意見交換を行い検討した。そ

の結果、学部においては７つの DP と教育課程の編

成及び実施に関する基本的な考え方としての５つ

の CP を策定した（資料 2-(2)-3-3）。研究科におい

ては、博士前期課程では論文コース・専門看護師コ

ースにそれぞれに５つの DP を設定し、論文コース
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に５つの CP、専門看護師コースに６つの CP を作

成した（資料 2-(2)-3-4）。博士後期課程において

は、４つの DP と４つの CP を策定した（資料 2-

(2)-3-5）。学部・研究科の DP、CP は、評価委員会

及び教授会・研究会委員会の議を経て改訂・決定し

（資料 2-(2)-3-6～2-(2)-3-7）、令和４年度から適

用した。 

「大学評価後の改善状況」の

根拠資料 

資料 2-(2)-3-1 評価委員会議事録（R3.5.18 開催） 

資料 2-(2)-3-2 評価委員会議事録（R3.6.15 開催） 

資料 2-(2)-3-3 学部 DP・CP 

資料 2-(2)-3-4 大学院博士前期課程 DP・CP 

資料 2-(2)-3-5 大学院博士後期課程 DP・CP 

資料 2-(2)-3-6 教授会議事録（R3.11.16 開催） 

資料 2-(2)-3-7 研究科委員会議事録（R3.11.16 開

催） 

＜大学基準協会使用欄＞ 

検討所見  

 

改善状況に関する評定   ５   ４   ３   ２   １ 

№ 種  別 内  容 

４ 基準 基準４ 教育課程・学習成果 

提言（全文） 学部では臨地実習の成果や国家試験合格率、卒業生

アンケートの結果、研究科では修了生アンケートや

学位論文の評価をもとに学習成果を測定するとし

ているものの、いずれも学位授与方針に示した学習

成果を把握・評価する取組みとしては十分ではな

い。学習成果を測定するための方法や指標を検討

し、学位授与方針に示した学習成果を適切に把握及

び評価するよう改善が求められる。 

大学評価時の状況 学部・研究科ともに、学位授与方針に示した学習成

果を把握・評価する方針（アセスメントポリシー）

が定められていなかった。 

大学評価後の改善状況 令和３年度第１回評価委員会において、評価結果に

対する対応及びスケジュールを確認し、学部につい

ては教務・実習委員会で、大学院については教務部

会で検討することになった（資料 2-(2)-3-1）。第２

回評価委員会でワーキンググループ（以下 WG）を

立ち上げ、学部・大学院のディプロマポリシー（以
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下 DP）、カリキュラムポリシー（以下 CP）、アドミ

ッションポリシー（以下 AP）からなる３Ｐ及びア

セスメントポリシーを検討することになった（資料

2-(2)-3-2）。 

学修成果を測定するための方法や指標を検討し、

DP に示した学修成果を適切に把握及び評価するた

めに、学部および研究科におけるアセスメントポリ

シーを策定した。学部においては、入学生、在学生、

卒業生に対して評価・測定する指標を明確にした

（資料 2-(2)-4-1）。研究科においても入学後、在

学中・修了時の評価指標を明確にした（資料 2-(2)-

4-2）。アセスメントポリシーの作成は、学部につい

ては教務・実習委員会、研究科については教務部会

でそれぞれ案を検討し、評価委員会及び教授会・研

究科委員会の議を経て決定（資料 2-(2)-4-3～2-

(2)-4-5）、令和４年度から適用した。さらに、学生

がカリキュラムの順次性を把握し、学部・研究科の

教育がDPに則り実施されているか否かを検証する

ことを目的に、学部・大学院のカリキュラムマップ

（資料 2-(2)-4-6～資料 2-(2)-4-9）を作成すると

ともに、学部においてはカリキュラムツリー（資料

2-(2)-4-10）を策定し、令和４年度に公表した。 

≪改善に向けた今後の取り組み≫ 

カリキュラムマップとカリキュラムツリーは、令和

５年度から学生便覧に掲載する。 

「大学評価後の改善状況」の

根拠資料 

資料 2-(2)-3-1 評価委員会議事録（R3.5.18 開催） 

資料 2-(2)-3-2 評価委員会議事録（R3.6.15 開催） 

資料 2-(2)-4-1 学部アセスメントポリシー 

資料 2-(2)-4-2 大学院アセスメントポリシー 

資料 2-(2)-4-3 評価委員会議事録（R3.11.2 開催) 

資料 2-(2)-4-4 教授会議事録（R3.11.16 開催） 

資料 2-(2)-4-5 研究科委員会議事録（R3.12.21 開

催） 

資料 2-(2)-4-6 学部カリキュラムマップ 

資料 2-(2)-4-7～9 大学院カリキュラムマップ 

資料 2-(2)-4-10 学部カリキュラムツリー 

＜大学基準協会使用欄＞ 

検討所見  
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改善状況に関する評定   ５   ４   ３   ２   １ 

№ 種  別 内  容 

５ 基準 基準８ 教育研究等環境 

提言（全文） 学生の学習の利便性を高めるとともに、地域貢献事

業において里山地域のライフラインを支援するツ

ールとして大学が独自に遠隔講義システムを開発

するなどインターネットを利用した事業展開を積

極的に進めているものの、ネットワークの保守に精

通した実務的な処理担当者（又は委託業者）が選任

できていないため、早急にネットワークの安全対策

を行うよう改善が求められる。 

大学評価時の状況 学内のネットワークシステムに精通した担当者が

不在であり、セキュリティ対策の実施や照会への対

応、また障害発生時等の対応先がなかった。さらに、

一般の大学ではネットワークに関する基幹機器は、

最新の機器をサポート契約とともにリース形式で

運用しているが、本学の場合、買い取りし旧式化し

つつある機器を、サポートが切れた状態で運用し、

万が一故障が発生した際は復旧が困難であった。ま

た基幹機器は大学入試センターとの通信にも使用

されることから、入試関係業務にも支障を来す恐れ

があった。 

大学評価後の改善状況 新しい基幹機器の導入を、通常の大学同様リース形

式とし、サポート契約もキッセイコムテック株式会

社と結んだ（資料 2-(2)-5-1～資料 2-(2)-5-3）。 

この際、ファイアウォール、ルーターも一括して１

社と契約することで、ネットワーク障害や、セキュ

リティ対策についての相談全般に対応してもらう

ことが可能となった。2020 年９月に、基幹機器の更

新が完了した（資料 2-(2)-5-4）。 

≪改善に向けた今後の取り組み≫ 

委託、対応先を確保できたものの、セキュリティ上

大学等の高等教育機関では、教職員、学生の学内ネ

ットワークには、利用者のログイン管理・監視シス

テムが導入されているが、本学では導入されておら

ず、その準備のため見積書を取り（資料 2-(2)-5-

5）、セキュリティ向上に向けて検討している。 
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「大学評価後の改善状況」の

根拠資料 

資料 2-(2)-5-1 ネットワーク推進委員会議事録

（R1.6.27 開催） 

資料 2-(2)-5-2 ネットワーク推進委員会議事録

（R1.10.4 開催） 

資料 2-(2)-5-3 ネットワーク推進委員会議事録

（R1.12.16 開催） 

資料2-(2)-5-4 ネットワーク推進委員会メール審

議報告（R2.10.13 付け） 

資料 2-(2)-5-5 管理システム見積書 

＜大学基準協会使用欄＞ 

検討所見  

 

改善状況に関する評定   ５   ４   ３   ２   １ 

№ 種  別 内  容 

６ 基準 基準 10 大学運営・財務 （１）大学運営 

提言（全文） 事務職員は県の職員であり、定期的な人事異動によ

り大学運営の専門知識や経験の蓄積に課題が生じ

ているものの、大学職員としての専門性や資質を高

めるための SD 活動が行われていないため、改善が

求められる。 

大学評価時の状況 長野県が主催する研修や FD・SD 委員会が開催す

る学内研修には参加しているものの、大学職員の専

門性や資質を高めるための研修会には参加してい

なかった。 

大学評価後の改善状況 県直営である本学の事務局職員の SD 活動につい

て、勤務年数に応じた参加方針（資料 2-(2)-6-1）

を定め、公立大学協会が主催する専門研修などに参

加し、大学職員としての専門性の向上に努めた。 

また、平成 31 年３月策定の長野県職員育成基本方

針（資料 2-(2)-6-2）に基づき、主体的なキャリア

開発の支援、多様な成長機会の提供、管理監督職員

のマネジメント力向上などにより、職員の資質向上

を図った。 

≪改善に向けた今後の取り組み≫ 

「教職協働」による大学運営を実現するため、引き

続き、大学運営委員会や各委員会に事務局職員も参

加する。 

「大学評価後の改善状況」の 資料 2-(2)-6-1 大学事務局職員の SD 活動につい
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根拠資料 て 

資料 2-(2)-6-2 長野県職員育成基本方針 

＜大学基準協会使用欄＞ 

検討所見  

 

改善状況に関する評定   ５   ４   ３   ２   １ 
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＜大学基準協会使用欄＞ 

【概評】 

 

＜改善に向けた大学全体の取り組み＞ 

◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯

◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯

◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯・・・・・・。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜是正勧告、改善課題の改善状況＞ 

◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯

◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯

◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯・・・・・・。 


